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はじめに
小論では，経済政策の最終的な決定に至る前段階において，経済政策決定過
程の諸要因と経過について考察することが主眼である。この考察は次の問題設
定に基づいて行う必要があると考える。
多元社会において経済政策活動の可能性が考えられる領域の境界線をどのよ
うに画定できるのであろうか。この画定が経済政策決定過程においていかなる
意義を持つのであろうか。経済政策の担い手の相互依存関係はどのようになっ
ているのか。それを明らかにするためには 別稿で詳論した経済政策の担い手
を小論でも必要な箇所で概観しておく必要がある。また 経済政策決定の基本
構造はどのような段階から成り立ち，経済政策の策定の限界はどこにあり，時
の遅れ（タイム・ラグ）はどこにどのような遅れとして生じているのであろう
か。このような問題意識を明白にしようとして展開した小論は，一つの「経済
政策決定過程論Jの展開を試みたものである。
この試みに当たり，まず第1節では 経済政策決定過程の概念規定を主な論
者の見解で説明する。第2節では 経済政策の担い手の相互関係を検討する。
第3節では，経済政策決定過程の基本構造を捉える。第4節では，経済政策決
定過程の5段階を明示して，各段階の特徴を明らかにする。第5節では，経済
政策決定過程にみられる時の遅れ（タイム・ラグ）が経済政策決定の遅れとな
ることを指摘する。
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第1節経済政策決定過程の概念
小論の展開に当たり，まず最初に，経済政策の決定過程とはいかなることで
あるのか，その概念を捉えておく必要がある。経済政策には経済政策の準備，
計画，調整，実施，評価，統制，拒否，阻止などに関して常に「決定」がある。
それらの「決定」に注目し この小論では独立した内容として考察することが
必要であると考える。
そのような経済政策の「決定」は時としてある特定の状況で議論され，計画
され，あるいは実施されたり，されなかったりする。これらの経済政策の状況
は，一方では法的・制度的・経済的・社会的・技術的諸要因で限定されるもの
であるが，他方ではそれらは経済政策の合理的行動，すなわち，経済政策の目
的の設定と実現に結びついた行動のために確定した二者択一的な諸要因を明白
にさせるものである。そのため 様々な経済政策活動の中からどれか一つを選
択するという二者択一性のもとで合目的的な行動を選択する場合には，ある特
定の状況のもとで経済政策を決定せざるを得ない。経済政策の行動はそのよう
な決定を行うことを問題にする。と同時に，ある特定の状況からすでに特定の
経済政策の行動様式が導かれることを仮定してはいけない。それどころか経済
政策の行動は通常次の具体的な状況で行われる。
それは，①経済政策の決定に重要な社会経済的環境を含めたこれまでの状況
を十分に分析し，診断するために，②経済政策の決定の二者択一性を提示し，
その可能性を検討するために，③経済政策の担い手の目的設定に対応した行動
の二者択一性とそれに基づく組織集団ないし結合を判断するために，④最高の
目的達成度を達成できるよつなあり得る経済政策の行動を二者択一するために，
行われている。
その意味で，経済政策の決定は経済政策の担い手の目的体系に関連した経済
政策の担い手の行動の合目的的選択である。つまり 経済政策は様々な状況に
依存した諸要因に基づいて明確に決定されるわけである。しかも，①経済政策
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一つの決定を下すために考慮すべき二者択一性の数と方法，②経済政策の担い
手の行動の二者択一性の数と方法③その行動の二者択一性の認識可能な諸作
用，④経済政策の担い手の目的設定⑤経済政策の担い手の目的体系に関連し
た行動の二者択一性の評価と序例においてはっきりと示されている。
経済政策の決定要因は，法的・制度的諸要因，社会的・社会政策的諸要因，
技術的・経済的諸要因である。例えば，技術的・経済的諸要因とは資本ストッ
クや技術的・組織的知識の水準や構造のことである。これらの諸要因の具体的
な構成はその時々の経済政策の決定に重要な社会経済的環境を表わしている D
この環境は経済体系を内包するものであり，経済体系の社会経済的環境である D
このことから経済政策の担い手が行動する場合にどの行動を選択するかという
こと，すなわち，経済政策の担い手の行動の二者択一性は，①経済体系，②社
会経済的環境，③経済政策の担い手の可能な行動の認識可能な作用，④経済政
策の担い手の目的設定などを総合的に勘案して決まることであるD ） 
このような経済政策の担い手の行動の二者択一性は 他方では，自由に扱え
る経済政策の手段いかんによって限定されてくる。この場合 ある特定の前提
があるとき，経済政策の手段の投入方法事情集中度及び永続性を総合的に
考慮して，経済政策の担い手が経済政策の手段を決定し，統制する。この意味
で，経済政策の手段は経済政策全般に関わる主管官庁（所管官庁）の行動でも
ある。従って，経済政策の手段の量的諸価値の有無や大小が手段変数となるか
否かを左右するので，経済政策の手段は経済政策の担い手の重要な行動パラメー
ターとなっている。
経済政策の担い手が行動する場合のあらゆる行動の二者択一性は，オーム
(H.Ohm）によれば，経済政策の投入が，①目的整合的，②状況関連的，③体
系整合的，④現行の諸法律と諸制度が合致するか，特定の法的・制度的変化の
もとでのみ実現可能であること，従って⑤政策的に経済政策の目的を達成する
ことである。これらのことを考慮すれば経済政策の担い手の二者択一的な行
動は限定されてくる。
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第2節経済政策の担い手などとその相互関係
経済政策の担い手である国家，主管官庁，組織集団ないし結合，経済政策決
定者（シラー［K. Schiller］の表現では，俳優）の概念については，すでに別
の小論で明確に規定している。それらの担い手とその相互関係はどのようになっ
ているのであろうか。この点を説明するための本節の記述方法としては，今一
度それらの概念を明示しておく方法を採りたいD このような方法論は，次節に
おいて考察する経済政策決定過程の本質，基本構造，問題点， 「政策ラグ」な
どを探る場合にも必要になると考えるからである。
1 経済政策の担い手
経済政策の担い手とは，例えば，ピユツツ（T.Putz）によれば， 「ある特定
の手段の投入，すなわち，経済政策の諸施策の法的決定に当たることができる
ような公の主管官庁や私的な利益結合／である。この意味の経済政策の担い手
は経済秩序の確定の際に決定的な役割を果たしている。
2 経済政策に関わる主管官庁と経済政策の担い手ともなる組織集団ないし
結合
一部の主管官庁はある確定済みの自由裁量の余地を持つが，経済政策の包括
的な決定権は認められていない。経済政策全般に関わる主管官庁は，テインベ
ルヘン（J. Tin bergen）に倣って，実施主管官庁，計画主管官庁，決定主管官
庁，協議主管官庁ないし審議主管官庁に区別できる。）
経済政策の担い手と主管官庁を比べれば，①担い手と主管官庁の経済政策決
定の調整，②勢力行使過程における担い手と主管官庁の公認，③個別経済主体
と組織集団ないし結合と担い手 主管官庁との関係 という問題が出てくる。
個別経済主体，特に組織集団ないし結合の諸活動も経済政策上重要である。組
織集団ないし結合はそれが議会の代表を委任された人や団体などを立てるので，
組織集団ないし結合は経済政策に間接的な影響を与える。他方，その組織集団
ないし結合は，例えば，議会の代表を委任された人や団体などに作用を及ぼし，
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選挙資金の支出先を選び，情報や協議の結果をもたらせ，世論に影響を与える
ので，組織集団ないし結合は経済政策に直接影響を及ぼすことになる。
3 経済政策決定者
経済政策決定者は 経済政策の狭義の決定と勢力に基づいて，他の経済主体
あるいは主管官庁に影響を与える。この意味の経済政策決定者のことをシラー
は既述のように俳優と名づけている。 「誰が常に利害を決定的に有効に働かせ
ることができるのかということは 経済政策の意志形成過程とその決定過程に
参画し，経済政策のそのような担い手となることである。 J従って，様々な方
法で協議し，審議し，立法して決定する経済政策の二者択一性へ及ぼす影響を
通じて，経済政策活動の効果を発揮させることができる。その様々な方法とし
ては，とりわけ，①様々な経済政策決定の可能性の選択，すなわち，経済政策
の手段投入の選択，②選択した決定の二者択一性の実施 ③個別の利益あるい
は組織集団ないし結合の利益という意味を考えることができる。
このような影響を与える経済政策決定者は，ラーメイァ（F. Rahm eyer）に
よれば， 「公式の経済政策決定者jと「非公式の経済政策決定者」の二つに分
けることカfで、きる。
公式の経済政策決定者はその勢力が高次に認められている政策領域や行政領
域における決定者である。この決定者はわが国の例では 議会，政府，政府か
ら委任された協議会や審議会大臣の諮問機関 大蔵省や通産省などの所管官
庁，日銀などが該当する。
非公式の経済政策決定者とは，マクロ経済的に重要な決定を行うか，公式の
経済政策決定者の決定過程に影響を与えるために 自らの利益の組織化に基づ
いて勢力を駆使できる決定者である。この例としては，労働組合，経営者の諸
結合，利益結合，消費者団体などが該当する。
諸組織集団と諸結合の本質的な目的とこれを実現させる手段を確かめれば，
利益結合の特徴がわかる。利益結合の本来の作用領域は非公式の経済政策決定
者が何を決定するかによって影響を受けた後で決まるものである。利益の代弁
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は直接的間接的になされている。直接的には政府 議会及び主管官庁が，間接
的には政党と世論が，それぞれの利益を代弁している。つまり，諸組織集団な
いし諸結合の本質的な目的は公式の経済政策決定者の決定へ影響を及ぼすこと
である。その手段は情報の確認，全権委任者の動員，公式の経済政策決定者の
協議，公務員のえこひいきあるいは情実人事世論の影響などである。
4 経済政策の担い手などの相互関係
このような目的と手段をみる限り 経済政策の決定はただ一人の担い手ある
いは単一の組織集団ないし結合が行うことではない。むしろ経済政策決定の権
限は多数の公式の経済政策決定者や非公式の経済政策決定者を通じて分散させ
るべきである。経済政策の決定行為は，ヴェルナァ（J.Werner）が指摘したよ
うに，各人各様の経済政策決定者の選好経済政策決定者と経済政策の間の勢
力範囲の結果として決定される性格のものであるからである。）その決定を合理
的に行うこと，すなわち， 「合理的経済政策」は，その場合の経済政策の決定
に参画した多数の経済政策決定者の合理的な決定の総計であると説明すること
はできない。それぞれの経済政策決定者の選好のほか すでに調整済みの経済
政策の決定を含めて成り立つことを前提としているからである。経済政策の決
定には経済政策の目的体系（別稿参照）の存在を必ず前提としている。そのた
め，経済政策の目的体系は多数の経済政策決定者がいるために，つまり経済政
策決定者の多元性があるために，内容的には空疎なものになりやすい。多数の
経済政策決定者がそれぞれ決定する経済政策の目的が異なっており，例えば，
トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）が提示した「目的のピラミツドJ）のよう
な目的体系が上下に位置づけられた目的概念としてぴしっと明示することがで
きないからである。
第3節経済政策決定過程の基本構造
経済政策決定過程には一般に経済政策決定の基本構造とも言うべきものがあ
る。それは基本的にはどのような構造を成し 経済政策決定過程にいかに関わっ
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ているのであろうか。
本節では，まず第1に，経済政策決定過程の基本構造の形成要因を取り上げ
る。第2に，経済政策決定過程の基本構造の類型化を二つ明示する口第 3に，
その構造に関わる大きな問題点を指摘する。
1 経済政策決定過程の基本構造形成要因
経済政策決定過程の枠内に多数の経済政策決定者がいることを見て，その存
在意義，機能，役割などを考えれば，すでに経済政策決定過程には何らかの基
本構造があり，しかも様々な類型のあることがわかる。
この場合， 「経済政策決定過程の基本構造」とは，経済政策決定過程に参画
した公式の経済政策決定者 非公式の経済政策決定者及び主管官庁が存在し，
それぞれが経済政策決定権の範囲を経済政策体系と社会経済的環境の枠内で、持っ
ているという意味である。その権限の範囲は テインベルヘンに倣えば，経済
政策決定過程の諸段階，すなわち，計画段階，決定段階，実施段階，管理段階
に対応して計画主管官庁，決定主管官庁，実施主管官庁，管理主管官庁の範囲
に区別できる。
経済政策決定過程のどのような基本構造が多元社会の中で中心的な構造であ
るのか。それは多種多様な要因に依存し，特に，①国家の形態と政府の形態
（例。民主政治，独裁政治），②国家の構造（例。連邦国家，多民族国家，中央
集権国家など），③国家権力の組織（例。中央集権化，地方分権化），④社会
的勢力関係，⑤国民経済の生産要素及び技術的・組織的知識の増大，すなわち，
生産諸条件などの発展に依存している。
これらの要因は経済政策に関わる主管官庁と経済政策決定者に間接的な影響
を与える。それだけではない。それらの要因は社会政策的な基本価値に， また
経済政策の決定内容の構成に影響を与える。他方では，銀行の経済政策決定過
程の基本構造が生産条件だけでなく，ある限界では社会的勢力関係にも経済経
過にも影響を与える。これらの影響は現存の社会秩序と現行の経済体系を強化
するであろうか，弱体化するであろうか。それは，それらの影響の効果に依存
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し，所与の社会的勢力関係に依存する。その際，社会制度と経済体系と経済政策
決定過程の基本構造との相互依存関係を無視することはできない。
2 経済政策決定過程の基本構造の類型化
(1) 経済政策決定過程の基本構造の類型化l
それらの要因を用いて，経済政策決定過程の基本構造を類型化することがで
きる。例えば，リンドブローム（C.E.Lindblom）が提示した経済政策決定の
中央集権化の程度に関して最もしばしば用いられる類型化がある。リンドブロー
ムは，①経済的技術的発展状態，②所有関係，特に生産手段の所有関係，③国
家権力と政府権力の組織形態，④経済政策決定過程における公式の経済政策決
定者と非公式の経済政策決定者の四つを基準として類型化している。
図3-1はリンドプロームが描いた経済政策決定過程の基本構造の概念図で
ある O）これは経済政策の中央集権化の程度に応じた経済政策決定過程の基本構
造を表わすものである。
／／／／↓＼＼ 
／↓＼／↓＼／↓＼ 
分権的決定過程の基本構造
一32(164）一
資料： Rahmeyer,F., Pluralismusαnd rationαle 
Wirtschaftspolitik, Verlag W.Kohlhammer, 1974, S. 46. 
（注） O印は経済政策決定者，→印は経済政策決定過程の作用を表
わしている。
(2) 経済政策決定過程の基本構造の類型化2
さらに，この基本構造は公式の経済政策決定者の方法と非公式の経済政策決
定者の方法で区別できる。これらの経済政策決定者は時には経済政策の担い手
と主管官庁の後に階序された経済政策の主体であるo） 
公式の経済政策決定者は，既述のように政府，議会，地方自治体， 日銀，政
党，大蔵省，通産省などの所管官庁などである。これらは経済政策決定過程の
基本構造の中で最も重要なものである。
非公式の経済政策決定者は，既述の例のほか，日経連， 日本商工会議所など
の連合会，その他の団体の利益結合，影響力のある分野の代表者などである。
政府（内閣）は執行権の頂点を表わしている。政府は議会に法案を提案し，
経済政策の目的や手段を形成している。
行政はその頂点に位置する大臣を含めた管轄部門に類別されている。つまり，
行政は国会議員が行政，組織集団ないし結合，政党における専門家への依存度
が高まるほど強化されるわけである。この点に特定の利益結合の個別目的と同
一化するというリスクがある。
議会は立法組織である。専門家が個々の問題について国会議員に及ぼす影響
は増大している。この場合の議会については 何よりも執行権に影響を及ぼす
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政党の存在意義に注目する必要がある。そのためには， 「執行権で決定された
自由裁量の余地で経済政策決定過程の複雑性の増大につれて常に大きな意義を
持つ行政機構に協力するための手段を実施することが必要である。執行権の多
20) 
元性がその相互関係に特別な立場を与えているからである。」
わが国の銀行の中の銀行，政府の銀行，発券銀行である日銀は，法的には独
立した金融制度や金融機関の頂点に立つものである。貨幣価値や物価の安定，
外国為替の安定，国債の発行・償還などのために，量的金融政策である公定歩
合政策，公開市場操作，支払準備率政策を行うとともに 質的金融政策である
窓口規制なども行うことによって わが国全体の貨幣供給量の調節や流動性を
維持したり，規制したりしている。
政党は政策的理念を実行するため また政党員 特に国会議員の勢力状態を
改善するため，行政的勢力と執行的勢力を拡大しようとしている。政党が様々
な利益結合と結びついているのは 特定の利益結合や有権者層が要求するから
であり，組織集団ないし結合の専門的な特殊化と情報を活用したいからである。
経済政策に関わる組織集団ないし結合の目的は 他の経済政策の担い手と対
比した組織集団ないし結合の利益の擁護者となることである。様々な結合の影
響は，別稿に述べたように，①成員数，②成員の経済的強さ，③結合の課題，
④政党と成員，業務執行担当との関係（つまり，結合の影響は聴取経験，協議
団体，結合の成員の立場を通じて議会で成り立つものである。），⑤国際的な
いし超国家的な諸結合などによって左右されている。
国家の経済政策上の権能の完全な中央集権化の体制下においても，経済政策
の担い手，経済政策決定者及び主管官庁の多元性から生じている諸問題は無視
できない。この諸問題は経済政策の目的の調整化 経済政策決定権の調整化，
その決定の法的確認と統制，経済政策の手段の調整化をそれぞれ図る場合に生
じるものである。従って，経済政策決定過程の新しい組織形態を究明すること
は一般経済政策論の重要な課題の一つである。
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3 経済政策決定過程の基本構造に関わる問題
経済政策決定過程の基本構造については二つの対照的な問題がある。
一つの問題は，経済政策の諸制度は情報が頼りであるということである。情
報の提供こそは，不確実性のもとで，しかも有権者の意見に基づいて決定する
行動力のある担い手には本源的な手段となる。情報の提供者は個別経済主体，
諸組織集団ないし諸結合 政党及び行政管理者である。様々な組織集団ないし
結合は情報優位にあり，その中には情報を独占して，それを駆使しているもの
もいる。この点から見る限り，公式の経済政策決定者は経済政策の決定や実施
に当たっては様々な組織集団ないし結合の共同作用と情報を頼りにしている。
もう一つの問題は，様々な組織集団ないし結合の勢力状態を考慮して所有分
お）
配の変化を熱望するので，社会的勢力闘争の一つの現象形態である分配闘争は
経済政策決定過程の基本構造に影響を与えるということである。その上，その
ことから分配目的と安定目的の間で「目的競合jが生じる。目的競合とは，例
えば，輸出業者の収益減と移転支出（補助金の形態で）を要求する輸出業者の
要請に基づいて輸出価格を引き上げる場合に生じることであるD
公式の経済政策決定者が設定する多種多様な経済政策の目的（これを「目的
目録」と名づけることができる。ドイツ語文献では， 「目的の束」［Zielb11nde1f1
という用語が使われているが これと殆ど同じ意味を持つものである。）は，
経済政策決定過程の基本構造に依存することとみなされている。目的目録は合
理的経済政策の本来の核心部分を成すことである。これまで続けられている
「所与の目的目録を実現させるための手段選択の決定理論的解釈をやめなければ
ならないJ）ことに関連する。そのため，ここではむしろ目的目録の定式化と経
済政策決定過程の基本構造の聞には相互依存関係がある。この相互依存関係は
時間の経過につれて確定してくるであろう。この意味で 公式の経済政策決定
者は再び選ばれた場合には この決定者は経済政策の競合を避けるであろう。
しかし，本質的な競合分野は，例えば，所得分配闘争である。この分配目的が
目的目録から固着される場合には 経済政策決定者は政府の対応策に望みをつ
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ないでいる。他方では，そのような試みは配分闘争（小生が研究のため留学し
26) 
ていたドイツで例を捜せば，協調行動［konzertierte Aktion］が該当する。）
における独立した組織集団ないし結合の利益対立によって水泡に帰するであろ
う。 「この経済政策の競合回避戦略に当たって公然と未解決の分配問題が再び
27) 
分配の充足度への反作用を持つことは認められていない。」
第4節経済政策決定過程の段階
この節は小論の中心部分を成す節である。経済政策決定過程を分析し，その
変化を熟慮する場合には その過程にはどのような異なる段階があるのであろ
うか。経済政策の担い手，経済政策決定者及び様々な経済政策決定過程の基本
構造とともに，経済政策決定過程の諸段階も認識する必要がある。経済政策の
決定の準備，その決定の実施と統制，すなわち，経済政策の手段の置き換えに
は時間がかかるからである。経済政策の決定は，各段階の時間不足のため，典
型的な経過と作用の遅れ（作用ラグ）が生じる。これらのことはいずれにして
も経済政策決定過程の変化を熟慮する場合に考慮すべき性格のものである。
さらに，経済政策決定過程の時間不足と結びついた問題にはいかなる諸問題
があるのであろうか。この点にも言及する必要がある。
この節では，まず第1に，経済政策決定過程の5段階とその特徴を抽出する。
特に，調整段階については詳述する。第2に， 5段階の基本的な問題解決策を
考える。
1 経済政策決定過程の5段階とその特徴
経済政策決定過程の段階は，テインベルヘン（J.Tinbergen），ピュッツ（T.
Putz），ラーメイァ（F. Rahm eyer），シュミット（F.Schmidt）などによれ
28) 
ば，次の5段階に区分することができるO すなわち，①計画段階（Planungsphase),
29) 
②調整段階（KoordinierungsphaseあるいはKoordinationsphase），③決定段
階（Entscheid ungsphase），④実施段階（Durch£uhrungsphase），⑤評価段階
と統制段階（Bewertungsphaseund Kontrollphase）に区分することができる。
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これらの相異なる段階において 経済政策の担い手，経済政策決定者及び主
管官庁は経済政策決定過程に参画することができる。この参画の仕方は中央集
権化した組織形態か地方分権化した組織形態かによって異なってくる。
経済政策を行う場合，中央集権化の程度が小さいほど，民間の制度などが経
済政策に及ぼす影響はますます大きくなるであろう。逆に，中央集権化の程度
が大きいほど，民間の制度などが経済政策に及ぼす影響はますます小さくなる
であろう。
経済政策を行う場合地方分権化の程度が小さいほど 経済政策決定過程に
参画したいという意向はますます強くなるであろう。逆に，地方分権化の程度
が大きいほど，それに参画したいという意向はますます小さくなるであろう。
いずれの組織形態であっても 経済政策決定過程では計画段階はもとより他
の四つの段階，特に調整段階が重要になってくる。多数の公式の経済政策決定
者と非公式の経済政策決定者の多種多様な条件や制度的条件があるからである。
(1) 計画段階
経済政策決定過程における「計画段階」の「計画」とは何か。この点の概念
規定から始めたい。計画とは，例えば，シェルスキー（H.Schelsky）によれば，
技術的計画，歴史的政治的計画 体制機能的計画及び制度的計画の四つに類別
初）
できる。ここでは， 「体制機能的計画」概念を選ぶことにする。この概念は
「計画」を経済政策の目的と手段の「選択の可能性あるいは決定の二者択一性を
目指した情報とその分析を準備することである」）と規定するものである。この
概念規定を活かせば， 「計画」とは「自由に組織された社会体制を台なしにす
るような高度産業国家における人間関係の相互の絡み合いすなわち相互叢の増
大する濃密化を必然的に導くものである」）と概念規定することができる。この
意味で，計画は経済政策決定過程に事前的な策定と誘導を与えて，複雑な経済
体系や社会経済環境の安定化をもたらせる可能性のあるものである。しかも，
この計画はミクロ経済的な経済計画とその行動様式に役立つだけでなく，マク
ロ経済の計画や行動様式を満たすための方向づけをする事前的調整の意義を持
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33) 
つものであることが望ましい。
このことは，マクロ経済学とマクロ経済政策を提唱したケインズ（J.M.Ke-
ynes）が市場機構の存在を重視し，その経済体系の崩壊を避けるための経済政
策として，つまり市場機構の補充としてマクロ経済計画の策定と実施を説き，
34) 
政府の経済政策活動と完全雇用の保証を経済政策の前面に掲げたことによく表
わされている。このケインズの所説は国家の経済政策活動の課題領域を明示し
ており，経済政策の「目的目録」 従って計画に及ぼす何らかの成果があるこ
とを協調したものである。
ケインズの事例を見るまでもなく これまで計画と言えば 中央集権的な決
35) 
定方法と中央集権的な実施の誘導方法であるとみなされてきた。この点からみ
36) 
ても，計画には経済政策「決定の一つの準備方法あるいは一つの準備手段」で
あるという機能があるので，計画は経済体系や社会経済的環境内における行動
枠の事前的調整などの事前的構造化と決定問題の限界を意味するものでもある。
さらに，計画はある特定の経済計画に限定してみても「将来の行動の計画」で
あることを意味するものである。
上述の「計画Jが経済政策決定の際の一つの準備方法となることは，経済経
過における国家の経済政策活動の対象領域を拡大し，経済計画の策定に必要な
高次の概念を表わしている。
このような「計画」概念に基づく経済政策決定過程における「計画段階jに
は，①社会経済的状況の「診断」，②将来の社会経済的発展の「予測」，③
「計画化j，すなわち，具体的な状況においてある特定の経済政策の手段を投入
するための計画構想の準備 という三つの部分段階がある。
①社会経済的状況の「診断」
「診断Jは経済政策の計画の基礎になるものである。診断方法には，（i）直観
的方法，（i）モデル分析的方法，（ii）継起的近似方法などがある。
直観的方法は，例えば，イエール（W.A. Jahr）とクネシャウレク（F.K. 
38) 
Knescha urek）が提示した方法であり 資料を見て直観的に診断する方法である。
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モデ、ル分析的方法は，例えば，クローテン（N.Kloten），シュナイダァ（H.
泊）
S. Schneider），ハパアマス（J.Habermas）などが提示した方法であり，診断
のための経済的な総合モデルを構築して評価する場合の方法である。特に，ハ
パァマスは経済政策協議のための意志決定モデル，技術至上主義モデル，実用
モデルを区分している。意志決定モデルは経済政策決定者が経済政策の目的を
定式化したものである。各種の専門家委員会・協議会・審議会などは経済政策
の非合理的な諸目的に対して経済政策の合理的な手段を見つけるのに役立って
いる。技術至上主義モデルは専門家が主役となって診断し，評価するものであ
るD 実用モデルは意志決定や技術至上主義の諸問題を経済政策決定者と専門家
とのできるだけ包括的な意思伝達・疎通で回避できる可能性のあるものである。
これらの方法を診断にいかに適用すればよいのか。それが問題である。一つの
適用の仕方は経済政策の目的達成のための情報の仲介を頼りとする。もう一つ
の適用の仕方はそのための情報を照会することである。
継起的近似方法は，例えば，ゲルフイン（H.Gerfin）が提示した方法であり，）
経済的な総合モデルをこのモデルを構成する多くの部門あるいは多くの分野の
部分モデルに区分し，集計化の仕方の違いを見て重要な情報を掴み，異なった
診断を評価するものである。
② 将来の社会経済的発展の「予測」
この意味の発展の「予測」）は，経済政策に関してみれば， 「経済政策構想」
（別稿参照）ゃいわゆるヴィジョンや経済長期計画などを策定し，数値的な説明
には統計学的手法や予測データを用いるという方法でなされている。
③ 「計画化」
この「計画化」の概念は前述のとおりであるが，計画化の前提とみなされる
べきものは「診断」と「予測」である。診断と予測は現実の発展と将来の望ま
しい発展の差異に関する情報の内容を提供するからである 0 ）診断，予測及び計
画化の3者が揃ってはじめて経済政策決定過程における計画段階が形成される
ことになる。一部の計画段階は個別の場合では認められず 一部の計画段階は
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かみ合うか否か，一つの段階に合致できるか否かを考慮しておくべきである。
他方では， 「計画化」においては，二つの形態の計画，すなわち，（i）水平計
画と（i）構造計画を区別する必要がある。）
(i）水平計画の概念，機能及び課題
水平計画の概念は，究極的には「経済が全般的な決定にわたる中央集権的な
統制の不利を受けず，計画の完全な調整の便益を得ることができる方法につい
44) 
ての解釈であるjと規定できる。経済政策決定者は 「不確実性に対処しなが
ら長期的に指向した決定と活動の調整を図るために 従来の水平計画に加えて，
それを補充する計画として構造計画を強化している。」）
水平計画の最も重要な機能は，（ア）この計画の情報価値と誘導価値を持つこと
（ケストナア［K.Kttstner］の指摘）），（イ）長期の成長概念に基づく短期の政策
のタイミングの良い調整（トゥーフトフェルト［E.Tuchtfeldt］の指摘）），（ウ）
マクロ経済の相互依存関係の考慮（カンツェンバッハ［E. Kan tzen bach] ユ
48) 
ルゲンゼン［H.J世rgensen］の指摘），（エ沿式の経済政策決定者間の調整（トゥー
フトフェルトの指摘），の四つのことで果たされている。
水平計画の課題は，（対短期の経済政策の手段を長期発展を目指した経済政策
の手段と合致させること，（イ）マクロ経済の「目的目録」の枠内で公式の経済政
策決定者を決めるための調整をすること，（ウ）マクロ経済の相互依存関係の明確
50) 
化とその報告をすること，という点にある。
構造計画の概念は水平計画の概念が該当するが具体的には分野別計画や
地域計画などのことである。
構造計画の機能は，（ア）資金透明性の創出（ギールシュ［H.Giersch］の指摘），
（イ）期待と期待修正の安定化（ギールシュの指摘），（ウ）構造構築に関する情報
（ギールシユの指摘），を組み合わせることで果たされている O） 
構造計画の課題は，（ア）資金透明性の創出，付）期待の安定化，（ウ）構造構築に関
する情報収集・分析，（エ）経済政策における綿密すぎる干渉主義の克服， という
ことである。
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(2）調整段階
①調整段階の基本問題
調整についてシュナイダァ（H.K. Schneider）は次のように定義する。 「調
整とは決定の物的 時間的及び空間的な調整を意味する。調整は個々の組織そ
れ自体に対してよりもより多くの独立した組織間の関係において必要となり，
しかもある経済政策決定者の行動が他の経済政策決定者の行動成果に影響を及
ぼすならば，常に必要となる。」
多数の経済政策決定者は「ある領域あるいは分野における経済現象の経過を
秩序づけ，それに影響を及ぼし，あるいは間接的に確定することに向ける」）経
済政策活動を具体的に示している。その決定を「異なる目的観や社会経済的環
境形成者に基づいて適切に表現するので，目的追求性と目的透明性を欠くため
に，ある経済政策は夢物語と津然一体となっている。ある結合構造を持った社
会には利害の対立があるため，調整モデルを必要とするので，経済政策決定者
の共存は，経済的様式，国内外の経済外的様式の包括的な主要効果，副次効果
54) 
及び遠隔効果を発揮させるために必要な環境を形成する。」それとともに，そ
のような共存は経済政策決定者の決定要素に影響を与える計画と決定の効果
（シュナイダァの指摘），それも相反する相互に調整できない計画と決定の効果
部）
（クリューガァ［H.Kruger］の指摘）を量的に把握し，操作可能な条件を設け
ることによって可能となる。
「相反する計画を調整する必然性は，経済政策決定者の決定が他の経済政策
決定者のありとあらゆる行動分野に基づいて異なる経済政策決定者の将来の決
定を相互に前提として，あるいは当該の手段投入の成果を望まずに累積する場
回）
合に存在するが，中立を保つ場合に」常に存在することである。この経済現象
の全面的な相互依存関係は，シュナイダァ（H.K. Schneider）によれば， 「物
的調整，時間的調整及び空間的調整としての」）調整を要求することに基づいて
いる。この点について，クリューガァは経済政策決定過程における決定の調整
国）
を本来の決定行動に先行する計画の調整で代用している。
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「その相互依存関係は補完的か競争的になるので 本質的で競争的な相互依
存関係の存続だけが調整の成り行きに左右される限り，前述の条件は限定され
なければならない。 Jこのことだけが他の経済政策決定者の行動の目的達成度
を確認できることである。政府内の所管エゴや分配闘争に基づく安定目的を危
うくさせないために 多元社会では社会諸集団のそれぞれの分配要求を調整す
る必然性から「まだ一般に行動準則や調整準則の裏づけのないことが要求され
ω） 
る」場合が多い。
マインホルト（W.Meinhold）は 異なる経済政策の目的形成者の動機で策
定された経済政策決定者の計画と決定を調整するために，三つの異なった調整
体系，すなわち，（i）高次の強制，（i）経済政策の目的の自動調整化，（ii）利益均衡
体系の組織化を考えている。）
(i) 高次の強制
高次の強制を適用した経済政策の目的の外的調整は民主国家と多元社会では
整合的なものではない。高次の強制は個々の集団と結合との価値を条件として
展開されている利益競合を有無と言わせず抑圧するだけでなく，適切な支配権
を危うくするからである。
(i）経済政策の目的の自動調整化
経済政策の目的の自動調整化の機能は 一方では広範な目的階序（目的ヒエ
ラルキー）の仮定を誤った競合的な相互依存関係の仮定に基づいているが，他
方では経済政策決定者の内的利益と外的利益のつり合いのとれた独立した勢力
を保っているという楽観的な信念に基づいている o）両者の仮定ないし条件は多
元社会では満たされないことである。
(ii）利益均衡体系の組織化
この理念型的な中央集権的な調整化機構と地方分権的な調整機構化を本来の
回）
方法として「利益均衡体系の組織化Jが対峠する。市場機構には交渉過程の参
画者間の利益均衡が現出する。この体系の機能は，ピユツツによれば，経済政
64) 
策決定者間の「妥協」を通じてのみ保証されている。イエールはその「妥協」
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を「二つのあるいはそれ以上の諸価値あるいは諸目的の聞の一つの対立のため
に少なくとも二つの価値あるいは二つの目的が一部のみ実現する場合の決定で
65) 
ある」と定義している。
この秩序原則は，すなわち，ヴァイベルト（G. Weippert）の表現を借りれ
66) 
ば， 「3番目の調整体系」は具体的な経済政策の決定を表わしているので，こ
の秩序原則は多元社会にふさわしい決定手段と調整手段とみなされている。ま
た，ラーメイァによれば， 「市場が一部でも調整手段としての機能を高めれば，
市場が誘導すべき事後的調整はマクロ経済的発展に本質的な影響を与える経済
政策決定者の事前的調整によって代えられなければならない。」）この調整実現
前の個々の側面を大さ守っぱな調整は，公式の経済政策決定者聞に加えて，公式
の経済政策決定者と非公式の経済政策決定者との水平的様式と垂直的様式の外
倒）
的調整も主管官庁の内部の諸計画の内的調整も含めたものである。
このようなありとあらゆる形態から 公式の経済政策決定者の内的調整を意
味する所管エゴの調整化について議論できる。また 公式の経済政策決定者と
非公式の経済政策決定者との外的調整を意味するマクロ経済的調整化について
も議論できる。しかし，これらの議論の現状では所管エゴの調整策，公式の経
済政策決定者や非公式の経済政策決定者の目的調整や手段調整の解決策につい
てまだ検討し尽くされていない。
② 調整段階の諸形態
経済政策決定過程における調整段階では 計画段階で苦心して策定した経済
政策の手段に関する計画構想は目的整合的であり 政策的に遂行可能であるよ
うに選択すべき問題である。その上，経済政策決定者と主管官庁が行った経済
政策の調整と決定し＝かんによって経済政策の「計画化」は強烈に左右されるで
あろう。経済政策の「計画化」を直接左右する要因は経済政策の目的と手段に
関する所管エゴ，組織集団ないし結合の連帯責任及び競合である。
それらの要因こそは経済政策決定過程における「事前的調整」をはっきりと
表わしている。この事前的調整では， 「内的な事前的調整」と「外的な事前的
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調整」の二つの形態に区別できる。いずれの形態も，事前的な経済政策の手段
の選択を狙うものであり， それぞれ公式の経済政策決定者と非公式の経済政策
決定者に分けられる。この点から事前的な経済政策の手段の方式と集中に関す
る厳しい側面が見えてくる。また， 二つの形態はいわば資本主義の組織体であ
る経済体系における経済政策決定過程で必要になるものである。市場機構が対
応する調整形態すなわち事後的調整が， ギールシュの見解のように， 「状況に
適合し， 目的に整合した，体系即応的で技術的・制度的にあり得る政策的に達
ω） 
成可能な諸手段が提供されること」はやはり余りないからである。
なぜ「内的な事前的調整」と「外的な事前的調整Jの区別が必要になるので
あろうか。現代のようないわば資本主義の組織体に内在する公式の経済政策決
定者と非公式の経済政策決定者が経済政策の決定に及ぼすそれぞれの経済政策
的影響を区別すべきであると考えるからである。
「内的な事前的調整Jは公式の経済政策決定者のもとでは何よりもまず所管
エゴの問題に突き当たる。この調整は「垂直的な外的調整」 の場合には， その
問題につき当たる場合が多い。例えば，景気政策の行動計画を決定する場合に
はそのような外的調整が必要である。
図3-2 経済政策決定過程における合ーのための利害均衡的体系内の
事前的調整の諸形態
内的調整
公式の経済 非公式の経済
政策決定者 政策決定者
所管事項 大局的な計画
の修正 与件があると
きの分権的な
決定面におけ
る内的調整
事前的調整
外的調整
公式の経済
政策決定者
水平的調整
分権的な決
定面におけ
る調整
垂直的調整
各種の共同
体
公式及び非公式の
経済政策決定者
国家，中央銀行，
賃金契約当事者
｜｜｜ 
協調行動 賃金契約
を伴う交渉
資料：ラーメイァ， F 『多元性と合理的経済政策』 1974年， 73頁
(Rahmeyer, F., Plurαlismus und rαti onαle Wirtschαiftspolitiた，
Verlag W. Kohlhammer, 1974, S. 73.）。
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「外的な以前的調整」を行う特別な形態には，既述の「協調行動」がある。
この段階は再び多くの部分段階に区別されている。事前的調整の形態は， ラー
メイァによれば，前頁の図3-2で表わすことができる。
(3) 決定段階
経済政策決定過程の段階では， 「計画」を決定する際の準備と調整は本来の
決定となっている。 「決定段階」にはどのような経済政策の手段が最終的に経
済政策過程あるいは経済構造にいかなる影響を及ぼすのであろうか。このこと
は様々な要因に依存して決まる。そうではあるが極端な場合には，公式の経
済政策決定者は計画主管官庁が苦心して策定した二者択一的な計画の中で最も
有利と思われる計画を選択する。
なお，広義の「決定段階」には計画され，選択された経済政策の手段の「実
施段階」あるいは「履行段階」も含まれている。
(4) 実施段階
経済政策決定過程における「実施段階」では，あらゆる経済政策の決定は一
部しか，あるいはまったく実現しないものである。政治経済の決定基準や目的
設定が変わる場合があるD それらが変わらなくても，実施が困難な場合もある。
これらの場合には 経済政策の手段の投入量は決定主管官庁（政府機関）が計
画の際に予見した手段投入量よりも少ない。
さらに，次のことが考えられる。経済政策の手段投入あるいは行動計画を決
定する場合，望ましい成果を経済経過で狙うためには，その決定は行政機関を
通じて実施されている場合が多い。特に，ある経済政策の手段を達成する場合
の「時の遅れ」 （タイム・ラグ）が小さく，その手段の投入がタイミング良く
なされ，望ましい成果が得られるか否かを懸念しておく必要がある。経済政策
の決定の実施が可能である場合には，どのような問題が浮かび上がるかについ
ては政策的・行政的領域で考慮すべきである。
この「実施段階」には当然のことながら限界がある。この限界をもたらせる
要因としては， トゥーフトフェルトに従って，法的規制，行政機関の力不足，
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経済政策実施経費の経過時間不足政策ラグ 当該経済政策への抵抗や反対）
などを挙げることができる。
(5）評価段階と統制段階
経済政策決定過程における「評価段階」では，以前に適用した経済政策の手
段が呼び起こされる効果は経済政策決定者に対応するか否かを検討する。ある
いは，どのような経済政策の手段で経済政策の目的を達成するか否かを検討す
る。この「実施段階」は多くの部分段階に分けることができる。この部分段階
も一部重なり合うこともあるし，完全に覆われることもある。この点に関連し
て次のことが問題となる。すなわち，①現在のあるいは実施済みの経済政策の
手段の部分的な結果の確認，②意図しない失敗の記述の可否とそれに基づく原
因の分析，③経済政策の手段の実施に参画した経済政策決定者と所管官庁の効
率と調整の検討，④計画，調整，決定に適用した方法の検討，⑤経済政策決定
過程の各段階に現われたタイム・ラグの分析と価値判断が，それぞれ問題となる。
これらの部分段階の過程では「評価段階」が必要である。それは将来の経済
政策の手段投入計画にまで、立ち入って検討すべきであるという認識が重視され
るからである。この検討は首尾よく運ぶであろうか。それは経済政策決定者が
得た認識から学ぶ場合の認識の可能性と準備いかんにかかっている。この意味
で，経済政策決定過程は継続的な「学習過程」とみなされている。
経済政策の手段の「実施段階」では「実施」が阻止されるのに対して，実施
段階の終わりの状態では変わってくる。この場合， 「統制段階」としては，実
施済みの結果に統制を加えて，経済政策の一つの手段のありとあらゆる誤った
調整を修正する。この修正には，何らかの「準則の包括範囲の体系を用いて実
施の自動的反応，周知の目的の不一致，手段の価値の統制と修正を保証すると
いう経済計画論」の観点からみれば，評価すべき点がある。このような体制論
的見解以外の見解では，国家の経済政策活動の統制はやはり経済政策の手段達
成の検討及び経済政策の本来の目的計画の達成の検討，会計検査院，議会，従っ
て世論を通じて執行されている。このような統制は国家の経済政策活動の手段
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の合法性に従った社会的必要性を満たすことに関連している。
2 経済政策決定過程の段階における問題解決策
経済政策決定過程における各段階では，誤った展開に気づいたとき，誤りの
進展を阻止すべきである。また 経済政策の新しい手段の投入を計画するとき
考慮すべき情報の追加を周知徹底させる必要がある。そうすれば，①経済政策
の担い手，経済政策決定者及び主管官庁は互いに妨害する必要もないし，阻止
する必要もないし，②情報不足のためにタイム・ラグが生じないように，情報
を迅速かつ的確に収集し，分析すべきであるという要求が出てくるであろう。
このような要求を満たすためには，将来の経済政策の諸問題を早めに認識し，
計量的に把握できる問題解決を探求する様々な研究が企てられている。
一般に，問題解決策は短期に成り立つ決定を長期的視野から誘導しようとす
るのに役立つものである口その解決策は「一方では，物的な調整化と諸問題に
整合した構造化へ導き 他方では経済政策決定過程を時間的に矛盾なく並べる
ことに導く」べきである。
この意味で，経済政策の決定準備，その決定への到達 決定の実施及び決定
の統制の場合に生じるタイム・ラグを新しい適当な問題解決策の概念としてか
なり重視し，経済政策決定過程の各段階とその経過も重視する必要がある。）
第5節経済政策決定過程における政策ラゲ
経済政策決定過程に随伴する「時の遅れ」はどのような経済政策の遅れであ
ろうか。この「政策ラグ」が経済政策の決定に及ぼす影響は何であろうか。
この点を明らかにするために，この節では，まず第lに，政策ラグが生じる
複合原因を突き止める。第2に，その複合原因に基づいて政策ラグを類別し，
それぞれのラグの特徴を説明する。第3に，政策ラグが経済政策の決定に及ぼ
す影響を考える。
1 政策ラグが生じる複合原因
経済政策決定過程における政策ラグとこのラグを構成する各種のラグについ
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て検討する必要がある。経済政策決定過程の各段階や部分段階は様々な時間の
その時々の次の段階は大抵の場合大きな長さと結びついている。この意味で，
タイム・ラグで始まり 様々な時間の長さを明示していることがわかる。
フリードマン（M.Friedman）が規定した「認識ラグ」，
π） 
「実施ラグ」及び「作用ラグ」の概念を 活かしたマックシャイト（K.Mackschei-
の図式 において，
このタイム・ラグは，
つまり時間dt）とシュタインハウゼン（J.Steinhausen) 
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経済政策決定過程における政策ラグの類別図3-3
????
撹乱の原因と
状況の診断
次の展開の予測
ti 
???
二者択一行動の
計画化
政
意図した手段の
実施
行動変更，需給
量変更
???? ???? ??
ts 
ts 
???
策
グ
フ
最大効果
資料：マックシャイト， K.とシュタインハウゼン， J.w財政政策』第2版，
1975年， 68頁（Mackscheid t,K. und Steinhaus en, J. , Finαnzpo-
litik I. Grund. rαgen fiskαlpolitischer Lenたung,2. Aufl., rn-75, 
S. 68.）により作成。
（注） 原図の説明をわかりやすくするために，各ラグの位置を↑と↓の矢印
をつけて書き直し，．印，事態発生最大効果を新たに記入した。時間
の流れt(i=l，…，9）の中の8ラグから構成されるラグか政策ラグである。
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の流れに従って生じる八つのラグに区分されている（図3-3）。八つのラグ
は，①時間の経過における経過諸量の独立性，②調整，決定及び実施と結びつ
いた非公式の諸問題と制度的諸問題 さらにそれらの諸問題と結びついた時間
の長さ，③経済政策の手段の効果，評価及び統制と結びついた時間の長さ， と
いう三つの大きな原因が複合して生じたものである。
図3-3は経済政策決定過程における一つの撹乱の発現時点から始まり撹乱
の排除までの時間において生じる 8ラグから構成される「政策ラグ」を概念図
ないし理念型的な図式で表わしたものとして注目に値する。
2 複合原因に基づく政策ラグの類別と特徴
三つの複合原因から生じる 8ラグは，本質的には①撹乱効果による遅れ
（「撹乱効果ラグ」），②「内部ラグ」あるいは「制度ラグ」による遅れ，③
「外部ラグ」あるいは「作用ラグ」，に区分し直すことができる。
「撹乱効果ラグJは事態が発生したある特定の時点に現われる遅れである。
それと同時に，観察期間が始まる。撹乱効果ラグは経済政策の目的の標識に及
ぼす効果にまで撹乱の拡張と強化と補強の時間を含むものである。撹乱の発現
と経済政策の目的の標識に及ぼすその成果との聞の「短時間」が長くなればな
るほど，撹乱効果ラグはますます長くなる。 「撹乱効果ラグ」あるいは「行政
ラグ」は「内部ラグjと同じ意味を持つラグである。
「内部ラグ」に含まれる部分段階のラグは ①「計画ラグJ （これには「予
測ラグJと「計画化ラグ」が含まれる。），②「決定ラグ」，③「実施ラグJ
（手段ラグ）である。①と②のラグは「政策準備ラグ」を形成するラグであり，
①，②，③のラグは同時に「撹乱効果ラグ」あるいは「行政ラグJを形成する
ラグである。他方では， 「実施ラグ」は「政策効果ラグ」に包括されるラグで
ある。
「外部ラグ」に含まれる部分段階のラグは，①「作用ラグ」，②「評価ラグ」
である。この①と②のラグは「政策効果ラグ」にも含まれるラグである。 「外
部ラグJは，経済政策の手段がその実施時点で作用するラグではなくて，経済
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経過においてある特定の「短時間」が経過してはじめて作用するラグである。
この外部ラグは作用ラグが経済経過の構造的諸条件，すなわち，様々な外部諸
要因から生じるラグである。そのため，外部ラグは作用ラグが制度的あるいは
内的に決められるラグすなわち 経済政策決定者が決めるラグではないこと
になる。これに対して 作用ラグには外部ラグの枠内に含まれる評価ラグが包
まれている。
経済政策の手段を評価して統制するためには時聞がかかるので，外部ラグと
内部ラグから「政策ラグ」 （経済政策の遅れ）が生じるというわけである。
3 政策ラグが経済政策に及ぼす影響
これまでの経済政策決定過程の諸段階を説明する場合に確認できたことはタ
イム・ラグにも妥当することである。タイム・ラグは異なる時間の長さで発現
し，層を成して重なり合っている。そのため，タイム・ラグは撹乱の作用と撹
乱除去のために適用する経済政策の手段を比較的長い時間にわたって区分けし，
個々の時点に集中させる時間的効果を持つものである。このことから経済政策，
特に実践的経済政策の目的を様々な手段を通じて達成する場合に当たって，次
の少なくとも二つのことを改めて指摘することができる。
第 1は，撹乱効果ラグと政策ラグ（内部ラグと外部ラグ）の時間の長さは異
なり，不確定の時点にあるいは「短時間」に発現するラグであるということで
ある。この点からみる限り，経済政策を誤って策定した場合には，その策定リ
スクが露出することになる。
第2は，経済政策はタイミングの問題を解決すべきであるということである。
換言すれば，経済政策の手段は正しい時点において，①それ相応の方法で，②
経済政策の目的整合的な事情で，③その目的に対応した集中で， しかも④必要
な時間の長さで投入する必要があるということである。
このような指摘を 見方によっては要求を満たす前提条件はあるのであろう
か。否である。一部分しか満たされていないと思われる。
このような見方をするのは，一方では，経済政策の担い手や経済政策決定者
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が次の少なくとも五つのことを前提にしているからである。すなわち，①経済
体系の構造や機能様式に関する十分な情報があること，②経済状況の診断に固
有な景気理論があること，③次期以降の経済発展に関して的確な診断をするこ
と，④非公式の経済政策決定者が経済政策の手段の計画化，決定及び実施に及
ぼす影響を正しく評価すること，場合によっては所轄の民主的な諸委員会，諸
審議会，諸協議会を誘導することなどのことをしておく必要がある。⑤二者択
一的な経済政策を選択する場合には，経済政策の個々の手段の計画化，決定及
80) 
ぴ実施の時間が必要であることを前提にしている。
他方で，実践的経済政策の経験をみても，経済政策の手段は通常よりも長い
「行政ラグ」を金融政策の手段として表わしている。経済政策の手段を投入した
ときの作用ラグは大抵の場合金融政策の手段よりも短くなる。
しかし，一つの撹乱の事態発生から始まり，実施済みの経済政策の手段の評
価と統制までの「短時間」の政策ラグの範囲内において どのようなタイム・
ラグが時には決定的な影響を与えるのであろうか。この問題点について一般妥
当的な説明をすることはできない。
経済政策決定過程において経済政策を策定する場合には，やはり撹乱効果ラ
グが経済政策の手段投入をタイミング良く行わせ 目的整合性をどこまでも追
求することはできない。経済政策の誤った策定には依然として策定リスク（診
断リスクも予測リスクも）がつきまとっているわけである。
以上の意味においても 経済政策決定過程における諸段階に生じる策定ラグ，
特にその作用ラグは経済政策の決定に重大な影響を及ぼしていることがわかる
が，各部分段階のラグをいかにして短縮していくかが肝要な問題となっている。
経済政策の手段投入の効果を上げるためにも無視できない問題点となっている。
むすび
経済政策の決定過程の諸要因と段階について詳しく考究し，政策ラグ短縮の
重要性を指摘し，これが政策手段投入効果を上げるのに役立つことを強調した。
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245-264.フリードマンはそれらのラグの長さの決定要因を説明している。ここではそ
の説明を割愛したので，藤田晴『財政政策の理論』勤草書房， 1966,252-254頁，の説
明を参照されたい。
シャツハトシャーベルも政策ラグについて詳説している。 Schachtschabel,H. S., 
a. a. 0., S. 21, S. 162, SS. 204-205. 
78) Mackscheidt, K. und Steinhausen, J., FinαnzplitiたI.Grundfragenfiskαlpo-
litischer‘Lenkung, 2. Aufl., 1975, S. 68. Schmidt, K. -H., a. a. 0., S. 130. 
79), 80), Schmidt, K. -H., a. a. 0., S. 132. 
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